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目 的  

	 日本の介護業界の現場では、少子高齢化の急激な進展の影

響で、人的資源管理（採用難、高離職率、人材の多様化）に、

深刻な問題を抱えており、組織マネジメントは喫緊の課題と

なっている。介護職従事者の離職に関する研究では、精神的・

身体的な疲弊による離職が認められ（安倍・大橋、2007）、そ

の間接的要因として、待遇、教育・研修、職場への帰属意識

の不足が考えられている（黒田・張、2011）。しかし、現場と

しては、人材不足と資金的体力により、職員が望む教育・研

修の場を提供することが難しく、現場における介護否定感（バ

ーンアウト）・心身症などによる離職を食い止めることが容易

ではない。そこで本研究では、介護職従事者の介護コンピテ

ンシー（*）を明らかにし、介護職員のメンタルヘルス向上の

具体的施策を検討する。	

*	介護コンピテンシーとは、ニーズアセスメントをもとに作

成した介護業務遂行に必要な能力をまとめた 34 項目からな

る指標。	

方 法 

対象：東京都 M 市介護老人福祉施設所属の介護業務に従事す

る職員26名（女性16名、男性10名、平均年齢35.24歳、SD=9.27、

平均職年数 8.9 年、SD=6.59）	

実施内容：介護コンピテンシー調査	

実施時期：2016 年 10 月下旬〜2017 年５月下旬	

調査方法：行動特性調査は、（株）ヒューマンサイエンスプロ

ーが開発したアセスメントツール、Human Finder（条件判

断テスト）を使用。 
 本調査および発表に関連して、開示すべき利益相反関係には

ない。なお、本調査の倫理的配慮については、お茶の水女子

大学倫理審査委員会の承認を得て実施した（人文社会科学研

究の倫理審査第 2016-93）。	

結 果 

	介護職コンピテンシーの分析について、因子分析を実施した

（最小二乗法）。因子負荷量が.40 以下のものを削除し、再度

プロマックス回転の因子分析をして得られた5因子31項目を

介護コンピテンシー因子とした。各項目について相関を確認

したところ、クロンバックの α 係数が.859-.955 であったこ

とから信頼性があると判断し、それぞれの平均点を因子得点

とした。抽出された各因子は、「対利用者の接遇」「業務遂行

力」「業務に対する自己資質」「不測時の対応」「対変化の適応」

とした (Table1)。また、介護コンピテンシーの有意の相関お

よび中央値の上位 10 項目を抽出した（Table2&Table3）。 

 

   
考 察 

	 調査結果より、業務遂行に必要なことは遂行しているが、

仲間と連携し、主体的に学んでいく意識が低く、各職員の職

場ムードも上向きではない様子が推察された。「規範遵守」と

他の項目との関係からは、「規範遵守」が主体的な行動や新し

い物事への取り組みに歯止めをかけている様子が見られた。

つまり、人材不足により業務負担が多いこと、加えて規則に

よる自己裁量権が低い職場環境であることが推測される。こ

の様な環境では自己統制感や自己効力感が得られにくく、ス

トレスが生じやすい。行動介護職員のメンタルヘルス向上を

可能にするか。その一つの方法として、職員がもつレジリエ

ンスを向上することが考えられる。平野（2010）は、レジリ

エンスを後天的に高める方法を考えるため、資質的要因は、

楽観性、統御性、社交性、行動性と、獲得的要因は、問題解

決志向、自己理解、他者心理の理解との関連を明らかにした。

それらを本研究結果と合わせてみると、介護職員のレジリエ

ンス要素が低いことが予想される。今後は、主体性と社交性

を促進・強化する介入プログラム、例えばソーシャルスキル

トレーニングなどの有用性について検証していきたい。	
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